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旧二瀬交流センター売却実施要領 

 

 

 

 

 

※本物件は、土地利用計画と売却価格を総合的に審査し売却します。  

【ヒアリング（プレゼンテーション）は実施せず売却相手方を決定します。】  
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Ⅰ 趣旨                                         

本市では、公共施設の跡地・跡施設については、「飯塚市公共施設等のあり方に関する第3次実施計画」

において、「行政として利活用策を検討し、活用がない場合は、民間への譲渡や貸付を行う。」と定め、

有効活用及び売却等を進めています。 

旧二瀬交流センター跡地（以下「本物件」という。）の利活用については、地域住民の関心が高いため

地域に配慮しつつ、速やかに有効活用及び売却することが求められております。 

これらを踏まえ、令和3年度に用途廃止した本物件は、今後も市での利活用の予定がないため、民間事

業者等へ売却することとしました。 

本物件の売却にあたっては、地域住民の当該地再生に対する期待が大きいため、民間事業者等の創意工

夫による意欲的な提案を受け、当該地周辺のにぎわいや活力の維持・強化及び生活利便性の向上などまち

づくりに資する土地活用を図るため、土地利用計画と売買価格を総合的に審査する公募型プロポーザル

方式【ヒアリング(プレゼンテーション)は実施せず売却相手方を決定】による売却を実施します。 

 

Ⅱ 売買物件の概要等                                  

１．概要 

【土地】 

所 在 地  飯塚市川津664番1外4筆  

 面  積  3,505.63㎡ 

 地  目  雑種地外 

【建物】 

主体構造  鉄筋コンクリート造2階建外 

  建 築 年  昭和46年外 

  延床面積  1,072.35㎡ 

 

※ 建物は未登記です。 

※ 詳細は関係資料（物件調書、図面等）を参考にしてください。なお、物件調書は、応募予定者が

物件の概要を把握するための参考資料であり、応募予定者自身において、現地及び諸規制につい

て調査確認を行ってください。 

 

２．売却予定最低価格 

   53,400,000 円【土地価格から建物等の解体撤去費用を控除した額】 

(1) 現状有姿による売却とし、現地での説明は行いません。 

(2) 開発される際には、開発面積により福岡県（都市計画課）の許可若しくは飯塚市（都市計画課）

の同意が必要となりますので事前に確認してください。 

 

３．売買物件の利用について 

(1) 土地利用にあたっての基本的な考え方 

本物件周辺は、用途地域が第1種住居地域であり、飯塚市都市計画マスタープラン（2022－2031）

におけるゾーン区分では「市街地ゾーン」に位置付けています。また、「飯塚市立地適正化計画」
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では、居住誘導区域であるとともに、都市機能誘導区域に位置付けています。 

「市街地ゾーン」の主要課題として、「既存ストックを活かした交流・にぎわいの創出」、「良

好な居住環境の形成」及び「地域個性の創出」が必要であるとしています。 

事業計画の提案にあたっては、当該地域の特性と主要課題を踏まえ、「市街地ゾーン」の将来像、

まちづくりの目標及び方針に合致する事業計画としてください。 

(2) その他 

①本物件の隣接地である川津665番9及び川津665番1（売却対象外）には、本物件（川津675番1及

び川津665番6）と一連の側溝が存在しております。（添付資料：写真④参照） 

②本物件の隣接地である川津無番地（川津675番1地先）（売却対象外）には、本物件（川津675番

1）と一連の側溝が存在しております。（添付資料：写真⑤参照） 

③本物件の隣接地である川津664番7（売却対象外）には、本物件（川津675番1及び川津664番6）

と一連のフェンス及び側溝が存在しており、川津無番地（川津675番3地先）には、本物件（川津

675番1及び川津675番3）と一連の擁壁が存在しております。当該フェンス等については、利用の

有無に関わらず、飯塚市役所土木管理課と事前に協議の上、土地利用計画書を作成してくださ

い。（添付資料：写真⑥参照） 

④今回の売払いにあたって、本物件の土壌調査、地盤調査及び地下埋設物調査は行っておりませ

ん。所有権移転後に土壌汚染、地盤沈下及び地下埋設物が発見された場合は、買受者の負担によ

り各法令等に基づき適切に対応してください。なお、アスベスト含有調査は実施しております。 

⑤今回売却対象地の一部（川津664番1、川津664番6、川津665番6）には、鉱害賠償支払登録がな

されています。鉱害に係る土地の崩壊、沈下、傾斜、亀裂、並びに地下水の変更、汚濁、枯渇、

湧水等鉱業法第109条第1項記載の原因と因果関係のある損害一切についても、本市は一切責を

負いません。 

⑥登記簿及び旧土地台帳、電算化前の建物登記簿、国土地理院地図により地歴調査を行いました

が、旧二瀬交流センターとしての使用以外は確認できませんでした。これまでの使用に係る地

下埋設物（通常想定される土地の利用を妨げるもので、地下に存ずるものをいう。）が存する蓋

然性は低いと考えておりますが、本物件の地下埋設物の存在を否定するものではありません。 

⑦敷地内に、フェンス、水路、チェーン、電線、電柱支線、蛇腹ホース、電柱、ポール、冷却塔、

看板柱、汚水桝、掲揚台、樹木等植栽、電灯、看板、バス停留所標識（廃止済）、マンホールが

存在しています。 

⑧敷地上空を電線が横断していますが、地役権等の設定はありません。 

⑨当該地は、浸水深0.5ｍ～3.0ｍ未満の洪水浸水が想定されております。 

 

Ⅲ 応募に関する事項                                  

１．応募者の資格 

(1) 自ら本物件を取得し活用する資力を有する法人又は個人。複数の者が連名で応募することも可

能ですが、代表の法人等を定め、本市との協議等については、代表の法人等が行うこと。 

 また、連名で応募する場合は、全ての構成員が下記（2）を満たすこと。 

(2) 次に掲げる者には入札参加資格がなく、申込みできません。 

① 契約を締結する能力を有しない者 
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② 破産者で復権を得ていない者 

③ 国税、都道府県税及び市税を滞納している者 

④ 暴力団対策法第 2 条第 2 号、第 6 号及び第 32 条第 1 項各号に掲げる者 

⑤ 団体規制法第 5 条第 1 項に規定する観察処分を受けている団体に属する者 

⑥ 【P9 Ⅵ注意事項(1) 利用条件について】に反して利用しようとする者 

※上記①～⑥に該当する者による申込みが判明したときは、判明した時点で失格とし、選定委員会

での審査は行いません。また、既に売却相手方として決定し、売買契約を締結していた場合は、

飯塚市は契約の解除権を行使し契約は失効しますが、それらの責めは申込者が負います。 

 

２．応募申込書等の提出 

(1) 応募申込書等の受付 

受付期間 : 令和7年1月20日(月)から令和7年3月7日(金)まで 

午前8時30分から午後5時15分まで(市の休日を除く) 

提 出 先 : 飯塚市役所 行政経営部 財産活用課 

提出方法 : 持参又は郵送により提出してください。 

郵送の場合は、受付期間最終日までに必着し、必要な書類がすべて提出された時

点で受付けします。必ず、提出書類の到着を電話で確認してください。 

(2) 提出書類及び提出部数 

① 応募申込書(兼誓約書) (様式1)・・・1部 

② 会社概要書 (様式4) ・・・1部 

③ 役員等名簿及び照会承諾書 (様式5) (法人のみ) ・・・1部 

④ 印鑑証明書・・・1部 

⑤ (法人) 法人登記事項証明書(履歴事項全部証明書)・・・1部 

(個人) 住民票及び身分証明書・・・1部 

⑥ (法人) 財務諸表(直近の決算のもの)・・・1部 

(個人) 確定申告書の写し（直近のもの）・・・1部 

⑦ 国税、都道府県税及び市税の納税証明書(未納がないことが確認できるもの)・・・1部 

  (法人) 国税：納税証明書「その3の3」（法人税及び消費税に未納のない証明） 

県税：納税証明書（法人県民税及び法人事業税に未納がないことがわかるもの） 

  ※福岡県に納税義務がない場合は、法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

に記載されている本店所在地の都道府県に未納がない証明書 

市税：滞納のない証明書 

  ※飯塚市に納税義務がない場合は、法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

に記載されている本店所在地の市区町村税に滞納のない証明書 

(個人) 国税：納税証明書「その3の2」（所得税及び消費税に未納のない証明） 

県税：都道府県税に未納がない証明 

市税：滞納のない証明書 

※個人の住所地が「飯塚市外」の場合は、住所地での「市区町村税に未納のない 

 証明」を提出してください。 
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※④、⑤、⑦は発行後、3箇月以内のものを提出してください。 

※連名で応募される場合は、上記②から⑦について構成員全者分をご提出ください。 

 

３．質疑応答 

(1) 質問方法 

受付期間 : 令和7年1月20日(月)から令和7年2月28日(金) 午後5時15分まで 

提出方法 : 質問書(様式6)を電子メールにより提出してください。 

電子メール送信後に提出先へ電話で受信確認をしてください。 

提 出 先 : 飯塚市役所 行政経営部 財産活用課 

E-mail  zaisankatsuyou@city.iizuka.lg.jp 

※上記受付期間外、提出方法以外 (口頭、電話、FAX等)の質問には回答できません。 

  (2) 質問への回答 

回答は、競争上の地位その他正当な利益を損なうおそれのあるものを除き、準備が出来次第随

時、飯塚市ホームページに掲載します。回答期限は、令和7年3月5日(水)を予定しています。 

 

４．資料の閲覧 

売却物件にかかる図面等の資料は閲覧することができます。 

（1）実施方法 

閲覧期間 : 令和7年1月20日(月)から令和7年4月11日(金)まで 

午前9時から午後5時まで(市の休日を除く) 

閲覧方法 : 閲覧を希望する場合は前日(市の休日を除く)までに飯塚市役所行政経営部財産活

用課へ連絡してください。 

閲覧場所 : 飯塚市役所 行政経営部 財産活用課 

(2) 注意事項 

資料は売買物件の購入を検討するための参考資料であり、現状と相違している場合は現状を優

先します。資料の貸与はできません。 

 

５．土地利用計画書等の提出 

(1) 土地利用計画書等の受付 

受付期間 : 令和7年3月3日(月)から令和7年4月11日(金)まで 

午前8時30分から午後5時15分まで(市の休日を除く) 

提 出 先 : 飯塚市役所 行政経営部 財産活用課 

提出方法 : 持参又は郵送により提出してください。 

郵送の場合は、受付期間最終日までに必着し、必要な書類がすべて提出された時 

点で受付けします。必ず、提出書類の到着を電話で確認してください。 

 (2) 提出書類及び提出部数 

① 土地利用計画書(様式2)・・・11部 (正本1部、副本10部) 

※副本10部は応募者の名称や応募者が特定される情報(ロゴマーク等)は記載しないこと。 

② 価格調書(様式3)・・・1部 (価格調書は封入し密封の上、封印して提出してください) 
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③ 資金調達が確認できる資料・・・1部（融資証明書、融資関心表明書、残高証明書、預金通帳

の写し等）※令和7年1月20日以降に発行されたもの 

(3) 土地利用計画書(様式2)について 

土地利用計画書は、表紙(様式2)、目次、本編で構成し、提案書のフォントサイズは10ポイント

以上を使用してください。本編は、A4版・15ページ以内とし、ページ番号を附してください。 

ただし、図表等で必要な場合のみA3版(折り込むこと)を使用可能とします。 

また、本編は、以下の項目について具体的に記載してください。 

項  目 記 載 内 容 

1. 事業計画 
事業の目的・概要と基本方針について 

【P7 一次審査項目の審査内容を参照し記載してください】 

2. 事業実績 

提案内容に類似した事業実績について 

【過去の類似実績について、提案内容と同種類・同規模以上の実績

であるか判断できるように直近から5件程度記載してください。事

業の実施年度についても記載してください。】 

3. 事業の実現性 
事業スケジュール及び概算事業費等について 

【P7 一次審査項目の審査内容を参照し記載してください】 

4. 地域貢献 
波及効果及び地域との協調について 

【P7～P8 一次審査項目の審査内容を参照し記載してください】 

5. 参考資料 上記について参考となる資料・図面等 

 

６．提出書類(応募申込書、土地利用計画書等)に関する注意事項 

(1) 1応募者につき1案に限ります。連名で応募する法人等は、別に単独で応募することや他の連名の

構成員となることはできません。応募申込書等の受付期間終了後、連名の構成員の変更は認めま

せん。 

(2) 受付期間後に応募書類の追加、訂正、差し替え、再提出はできません。 

(3) 応募に必要な費用は応募者の負担となります。また、提出書類に含まれる特許権、実用新案権、

意匠権、商標権その他法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている業務の手法、

維持管理方法、運営方法等を利用した結果生じた責任は、原則として応募者の負担とします。 

(4) 選定委員、本件業務に従事する市職員及び市関係者に対して、所定の方法(質問書による質問、

開発許可基準の確認等)以外で、応募にかかる不正な接触の事実が認められたときは失格とします。 

(5) 提出された書類は返却しません。 

(6) 書類提出後に応募を辞退する場合は、辞退届(様式7)を飯塚市役所行政経営部財産活用課まで持

参または郵送してください。なお、辞退した場合でも提出書類は返却しません。 

(7) 提出書類に虚偽がある場合は、応募を無効とし所要の措置を講じることがあります。 

(8) 提出書類の著作権は応募者に帰属しますが、選定、公表、その他市が必要と認める場合は、市は

これを複製し無償で使用できるものとします。 

(9) 価格に記入する金額は、アラビア数字を用い、その頭部に必ず「￥」を記入してください。金額

6



 

 

を訂正した場合は、無効となります。 

(10) 提出する土地利用計画の内容が関係法令(都市計画法、建築基準法等)に適合した事業であるこ

とを応募者自らの責任において応募までに必ず関係機関に確認してください。 

 

７．情報公開及び提供 

市は、提出された土地利用計画書等について、飯塚市情報公開条例(平成18年飯塚市条例第10号)

の規定による請求に基づき、第三者に開示することができるものとします。ただし、法人等の競争上

の地位その他正当な利益を損なうと認められる情報は非公開とする場合があります。また、契約締結

前において、公正または適正な候補者選定に影響が出る恐れがある場合は決定後の開示とします。 

 

Ⅳ 選定に関する事項                                      

１．選定方法 

選定は、市が別に定める委員により組織された「飯塚市公共施設跡地売却に係る事業者選定委員

会」(以下「選定委員会」という。)で行います。 

提出された土地利用計画書は選定委員会開催前に各委員に配布し、審査するうえで必要な質問事

項の有無を確認します。委員から質問が出た場合は、事務局が取りまとめ各応募者へ通知しますの

で、指定された期限までに回答してください。 

 

２． 選定委員会での審査 

 (1) 一次審査(土地利用計画審査) 

  選定委員会は、提出された土地利用計画書に基づき一次審査を実施します。その結果、各委員(7

名)の審査点を合計した得点が当該配点の合計(7名：490点)の6割以上の応募者を一次審査通過者と

します。※応募者が1者の場合でも一次審査及び二次審査を実施します。 

【一次審査項目】 

審査項目 審 査 内 容 配点 

事業計画 

●事業の目的・概要と基本方針 

飯塚市都市計画マスタープラン（2022－2031）で示している旧二瀬交流

センター周辺地域の特性、課題等を十分理解した事業計画であるか。 

また、旧二瀬交流センター周辺の位置付けである「市街地ゾーン」の将

来像、まちづくりの目標及び方針に合致した事業計画であるか。 

10 

事業実績 
●提案内容に類似した事業実績 

提案内容と同種類・同規模以上の実績を有しているか。 
10 

事業の実現性 

●事業スケジュール及び概算事業費等 

概算事業費、資金調達計画及び収支計画が詳細に示されており現実的で

あるか。 

事業スケジュールが詳細に示されており実現可能であるか。 

財務状況が健全であるか。 

10 
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地域貢献 

●波及効果 

にぎわいの創出及び地域住民の生活利便性の向上が期待できるか。 

本市経済の活性化が期待できる計画であるか。 

【（例）提案する事業計画の実施について、市内業者への優先発注等が

計画されているか】 

20 

●地域との協調 

地域コミュニティの醸成が期待できるか。 

【（例）イベント等地域行事、自治会加入促進等】 

20 

合  計 70 

 

(2) 二次審査 

  一次審査通過者が提出した価格調書(様式3)を選定委員の立会いのもと開封します。 

下記により価格に関する審査点を算出し、一次審査による審査点と価格に関する審査点の合計が

最も高い応募者を売却相手方として選定します。※一次審査通過者がいない場合、二次審査は行い

ません。また、一次審査を通過しなかった応募者の価格調書は、開封せずに返却します。 

 

審査項目 審 査 内 容 配点 

価 格 

応募者のうち、価格が最高である者を第１位とし、価格点の満点である 30

点を付与します。 

(算出式) 価格点 ＝ 30 点 × 委員数 ＝ 210 点  

その他の応募者の価格点は、第１位の価格(最高価格)と当該応募者の価格

(当該価格)との比率により算出します。 

算出した得点の小数点以下を切り捨てます。 

(算出式) 価格点 ＝ 30点 × (当該価格 ÷ 最高価格) ×委員数 

※売却予定最低価格を下回る場合は失格とします。 

30 

 

(3) 選定委員会の開催 

選定委員会(一次審査及び二次審査)は、令和7年5月下旬から6月上旬に開催予定です。開催日につ

いては、土地利用計画書等の受付終了後、応募者に通知します。 

 

３．選定結果の通知及び公表 

選定結果は、二次審査実施日から14日以内を目途とし、応募者へ個別に書面で通知します。また、

飯塚市ホームページにて選定結果を公表します。 

審査内容及び結果に対する問い合わせ並びに異議等については、一切応じません。 

 

Ⅴ 契約の締結等について                                    

１．売買契約の締結 

売買契約は、選定結果通知日から7日以内に締結するものとします。 
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２．売買代金等の納付 

(1) 売買代金及び所有権移転等の登記に必要な費用は、売買契約締結後 14 日以内に一括納付するこ

とを原則とします。 

(2) 売買代金の納付期限は、(1)にかかわらず、契約締結日の翌月末日まで延長することができます。

この場合は、売買契約締結時に契約保証金として売買代金の100分の10以上の額(その額に1,000円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げた額)を納付していただきます。 

(3) 契約保証金は、売買代金の一部に充当することができます。 

(4) 契約保証金には利子は付けません。 

(5) 売買代金が納付期限までに支払われず契約解除された場合は、契約保証金は返還しません。 

 

３．売却相手方の負担する費用及び所有権移転登記等 

(1) 売買契約書に貼付する収入印紙及び添付する印鑑証明書等契約に関して要する一切の費用は、売

却相手方の負担となります。 

(2) 売買代金が完納されたときに所有権が移転し、物件を引渡したものとします。 

(3) 所有権移転登記は物件の引渡し後に市において行います。また、土地利用計画書に記載された事

業を確実に履行していただくため、所有権移転日から 5 年間の「買戻特約」の登記を、利用条件

の用途指定を担保するため「所有権移転解除の定」の特約事項の付記登記を行います。登記に必

要な一切の費用は、売却相手方の負担となります。 

(4) 所有権移転登記に係る登録免許税は、市が指定する方法により納付してください。 

 

Ⅵ 注意事項                                         

(1) 利用条件について 

① 都市計画法(昭和43年法律第100号)及び建築基準法(昭和25年法律第201号)を遵守すること。 

② 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)第2条第1項各号に

掲げる風俗営業及び同条第5項に規定する性風俗関連特殊営業並びにこれに類する営業の用に供

しないこと。 

③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号及び第4号

に規定する者の事務所の用に供しないこと。 

④ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成11年法律第147号)第5条第1項に規

定する観察処分の決定を受けた団体の事務所の用に供しないこと。 

(2) その他 

① 売買物件に対して賦課される公租公課(固定資産税)は、所有権移転日の属する年の翌年の1月

1日を起算日とし、売却相手方の負担となります。また、不動産取得税についても売却相手方の

負担となります。 

② 売却相手方は、土地利用計画書に基づく事業に着手するとき及び完了したときはその旨を本市

に通知してください。 

③ 売却相手方は、契約締結後であっても本市の求めに応じ、事業の実施に関する協議や調整を行

うとともに地元自治会等周辺住民への積極的な情報提供に努め、自らの責任において周辺住民

の意見には誠意をもって対処してください。 
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Ⅶ 実施スケジュール（予定）                                 

 

項  目 日   程 

応募申込書等の受付 令和7年1月20日(月)～令和7年3月7日(金) 

質問の受付 令和7年1月20日(月)～令和7年2月28日(金) 

質問に対する回答期限（予定） 令和7年3月5日(水)  

資料閲覧 令和7年1月20日(月)～令和7年4月11日(金)  

土地利用計画書等の受付 令和7年3月3日(月)～令和7年4月11日(金) 

選定委員会(一次、二次審査) 令和7年5月下旬～6月上旬予定 

売却相手方の決定 令和7年6月上旬～6月中旬 

契約締結 令和7年6月中旬～6月下旬 

 

Ⅷ 問合せ先                                          

 

飯塚市役所 行政経営部 財産活用課 財産管理係（飯塚市役所 本庁舎 4 階） 

〒820－8501 福岡県飯塚市新立岩 5 番 5 号  

電話番号  0948-96-8252（直通） 

E - m a i l  zaisankatsuyou@city.iizuka.lg.jp 
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Administrator
多角形

Administrator
テキストボックス
位置図



〔土地〕

㎡ ㎡
㎡ ㎡
㎡ ㎡
㎡ ㎡
㎡ ㎡
㎡ ㎡

〔建物〕

㎡
㎡
㎡
㎡
㎡
㎡

1,072.35

駐輪場 鉄骨造 21.00
倉庫① 木造 19.87 昭和63年

飯塚市
飯塚市
飯塚市
飯塚市5.54

計

144.65 飯塚市
川津字君ヶ坂665番6 雑種地 360.90 360.90 飯塚市

所有

自動交付機棟 鉄骨造 平成12年

公民館 鉄筋コンクリート 935.00 昭和46年
公民館 鉄筋コンクリート 72.00 平成2年

飯塚市
飯塚市

コンクリートブロック 18.94 昭和53年

・本物件の隣接地である川津665番9及び川津665番1（売却対象外）には、本物件（川津675番1及び川津665番6）
と一連の側溝が存在しております。（添付資料：写真④参照）

・本物件の隣接地である川津無番地（川津675番1地先）（売却対象外）には、本物件（川津675番1）と一連の側
溝が存在しております。（添付資料：写真⑤参照）

・本物件の隣接地である川津664番7（売却対象外）には、本物件（川津675番1及び川津664番6）と一連のフェン
ス及び側溝が存在しており、川津無番地（川津675番3地先）には、本物件（川津675番1及び川津675番3）と一連
の擁壁が存在しております。当該フェンス等については、利用の有無に関わらず、飯塚市役所土木管理課と事前
に協議の上、土地利用計画書を作成してください。（添付資料：写真⑥参照）

・今回の売払いにあたって、本物件の土壌調査、地盤調査及び地下埋設物調査は行っておりません。所有権移転
後に土壌汚染、地盤沈下及び地下埋設物が発見された場合は、買受者の負担により各法令等に基づき適切に対応
してください。なお、アスベスト含有調査は実施しております。

・今回売却対象地の一部（川津664番1、川津664番6、川津665番6）には、鉱害賠償支払登録がなされています。
鉱害に係る土地の崩壊、沈下、傾斜、亀裂、並びに地下水の変更、汚濁、枯渇、湧水等鉱業法第109条第1項記載
の原因と因果関係のある損害一切についても、本市は一切責を負いません。

・登記簿及び旧土地台帳、電算化前の建物登記簿、国土地理院地図により地歴調査を行いましたが、旧二瀬交流
センターとしての使用以外は確認できませんでした。これまでの使用に係る地下埋設物（通常想定される土地の
利用を妨げるもので、地下に存ずるものをいう。）が存する蓋然性は低いと考えておりますが、本物件の地下埋
設物の存在を否定するものではありません。

・敷地内に、フェンス、水路、チェーン、電線、電柱支線、蛇腹ホース、電柱、ポール、冷却塔、看板柱、汚水
桝、掲揚台、樹木等植栽、電灯、看板、バス停留所標識（廃止済）、マンホールが存在しています。

・敷地上空を電線が横断していますが、地役権等の設定はありません。

・当該地は、浸水深0.5ｍ～3.0ｍ未満の洪水浸水が想定されております。

接面状況
接道状況

南側市道と接面しています。
南側：市道 川津・横田線（幅員約11.5ｍ）

その他の制限
・建築基準法による各種制限があります
・防火指定については、建築基準法22条指定区域に該当します。

立地適正化計画 都市機能誘導区域内・居住誘導区域内 埋蔵文化財
周知の埋蔵文化財
包蔵地ではありま
せん。

宅地造成工事規制区域・造成宅地防災区域 区域外 地盤調査 未実施
指定区域外・調査未実施

法令等に基づく制限について
区域区分

無 所有権以外の甲区･乙区の権利

昭和47年

計 3,505.63 3,505.63 ―

用途 構造 建築年

ボイラー室

延床面積

倉庫② 不明 不明 飯塚市不明
㎡（倉庫②を除く）

無第三者占有無

物件調書

土地の表示 台帳地目 台帳地積 実測地積 所有・登記名義

川津字君ヶ坂675番3 宅地 1.49 1.49 飯塚市
川津字君ヶ坂675番1 雑種地 2,609.12 2,609.12 飯塚市

川津字君ヶ坂664番1 雑種地 389.47 389.47 飯塚市
川津字君ヶ坂664番6 雑種地 144.65

支障物件等その他

地域・地区等 無
建ぺい率 60%

土砂災害警戒区域 指定なし 土壌汚染

200%
私道の負担等 無

用途地域 第1種住居地域 容 積 率
非線引都市計画区域
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東　　方 約0.9㎞ （直線距離）

最寄りの交通施設

ガ　ス 各ガス会社へお問い合わせください。

下水道
(事業計画区域内)

【問合わせ先】 飯塚市　企業局　下水道課 ℡0948-96-8690

○利用条件

　以下の条件を全て満たすこと。

　①　都市計画法(昭和43年法律第100号)及び建築基準法(昭和25年法律第100号)を遵守すること。

　②　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)第2条第1項各号に掲

　　　げる風俗営業及び同条第5項に規定する性風俗関連特殊営業並びにこれに類する営業の用に供し

　　　てはならないこと。

　③　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第2条第2号及び第4号に

　　　規定する者の事務所の用に供してはならないこと。

　④　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成11年法律第147号)第5条第1項に規定

　　　する観察処分の決定を受けた団体の事務所の用に供してはならないこと。

この物件調書は、物件の概要を把握するための参考資料であり、現況を優先します。入札参加前に現地の状況及
び諸規制についてご確認ください。また、物件調書に記載されている事項以外にも各法令及び市の条例等によ
り、規制、指導がなされる場合がありますので、詳細は関係機関に直接ご確認ください。

○売却物件

東　　方 約1.5㎞ （直線距離）

西鉄バス
（二瀬交流センター前）

南　 方 約0.05km （直線距離）

　④　当該地は周知の埋蔵文化財包蔵地には該当しません。なお、埋蔵文化財が確認された場合は、
　　　その保護について、飯塚市文化課文化財保護推進室（0948-25-2930）との協議をお願いしま
　　　す。

　①　本物件は、「旧二瀬交流センター跡地」です。建物等を含め現状のままでの引き渡しとなりま
　　　す。

　②　上水道の給水等に関しては、飯塚市企業局上水道課と事前協議を要します。

　③　本物件は、公共下水道事業計画区域内です。詳細については、飯塚市企業局下水道課にお問い
　　　合わせください。

最寄りの利便施設 ハローデイ九工大前店 北　方 約0.15km （直線距離）

最寄りの公共施設

飯塚市役所 東　　方 約1.8㎞ （直線距離）

飯塚市立飯塚第一中学校

飯塚市立片島小学校

電　気 【問合わせ先】 九州電力株式会社　飯塚営業所 ℡0120-639-454

供給処理施設の整備状況について

上水道 【問合わせ先】 飯塚市　企業局　上水道課 ℡0948-96-8616
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委託業務名 作
成
者

新田英利
測量物件

公益社団法人福岡県公共嘱託登記土地家屋調査士協会 

北部事務所社員

社員事務所　TEL0948-20-5157 FAX0948-43-8233

現況平面図
縮 尺　　1 : 250

飯塚市川津 令和6年 2月17日

旧二瀬交流センター境界確定測量業務委託
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